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岐阜県ライフライン保全対策事業実施要領 
 

                   〔令和７年４月１日防第９４１号〕 

 

（目的） 

第１条 この要領は、強風、大雪等による停電及びこれに起因する被害の発生を抑止

するため、あらかじめ電線周辺の倒木のおそれがある立木の伐採を行うライフライ

ン保全対策事業（以下「事業」という。）の実施に当たり必要な事項を定めること

を目的とし、岐阜県ライフライン保全対策事業費補助金の事務の取扱については、

岐阜県補助金等交付規則（昭和５７年岐阜県規則第８号。以下「規則」という。）

及び清流の国ぎふ森林・環境基金事業補助金交付要綱（平成２４年３月２３日付け

環政第７３１号環境生活部長、林第７５６号林政部長通知。以下「要綱」という。）

に定めるもののほか、この要領に定めるところによる。 

 

（事業主体）  

第２条 事業の実施主体は市町村とする。 

  

（補助対象事業等） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業の内容は、強風・大雪等による停電の発生を

抑止するため、補助事業者である市町村の管内にある道路及び電線の周辺に所在す

る立木を伐採する事業とする。 

 

 （補助対象経費） 

第４条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、立木伐採費、

立木調査費、立木補償費その他補助対象事業の実施のため必要な経費として知事が

認めたものとする。ただし、補助対象事業の実施により収益が発生したときは、当

該収益に相当する経費は除くものとする。 

 

（申出） 

第５条 事業を実施しようとする市町村は、県に対してその旨を申し出るものとする。 

 

（対策会議の設置） 

第６条 前条の規定により市町村から事業実施の申出があったときは、県は市町村ご

とに県、市町村、電力会社等の関係機関からなるライフライン保全対策会議（以下

「対策会議」という。）を設置する。 

２ 前項の対策会議は、当該市町村を所管する県事務所（岐阜地域にあっては、危機

管理部防災課岐阜地域防災係。以下同じ。）に設置するものとする。 

３ 対策会議は、事業計画の調整、伐採木の処分方法の検討等を行う。 
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（事業計画の作成） 

第７条 対策会議は、前条第１項の申出があった市町村に係る事業計画について協議

し、他事業との調整等を行う。 

２ 市町村は、前項に基づいて、事業計画書を作成する。 

 

（補助金の内示） 

第８条 市町村は、事業計画書（別記第１号様式）を知事に提出しなければならない。 

２ 知事は、前項の規定による事業計画書（以下「事業計画書」という。）の提出を

受けたときは、当該事業計画書の内容を審査し、補助金の交付予定額を決定し、当

該市町村に対して通知するものとする。 

 

（事業計画の変更又は中止） 

第９条 市町村は、事業計画を変更又は中止しようとするときは、あらかじめ電力会

社と調整の上、要綱第５条第３項の規定による承認申請書（要綱第３号様式）その

他必要な資料を作成し、知事の承認を求めるものとする。 

 

（事業内容の説明） 

第１０条 市町村は、立木の伐採を開始する前に、事業の内容（伐採工期、伐採範 

囲、伐採木の具体的な処分方法等）について所有者及び近隣住民の同意等を得てお 

かなければならない。 

 

（補助金の交付の申請）  

第１１条 規則第４条及び要綱第４条の規定による補助金交付申請書の様式は、要綱

別記第１号様式のとおりとする。 

２ 補助金交付申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

(1) 事業計画書（別記第１号様式） 

(2) 収支予算書（要綱第２号様式）  

(3) その他参考となる資料 

 

（補助金の交付の決定） 

第１２条 規則第７条の規定による通知は、別記第２号様式による。 

 

（補助金の交付の条件）  

第１３条 補助金の交付を決定する場合に付ける条件は、規則第６条各号に掲げる事

項とする。 

２ 規則第６条第１号及び第２号の知事の定める軽微な変更は、補助金の額の２０％

以内の減額に係る変更とする。 

３ 規則第６条第１号から第３号までに掲げる知事の承認を受けようとする場合の
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申請書は、要綱第３号様式のとおりとする。  

４ 前２項の規定にかかわらず、補助対象事業の内容の変更その他事業計画書に記載

する事業と異なる内容の補助対象事業を行おうとするときは、前項の承認を受ける

前に、事業計画書の内容の変更の手続をとらなければならない。 

 

（申請の取下げ）  

第１４条 規則第８条第１項の知事の定める期日は、補助金の交付の決定の通知を受

けた日から起算して１５日を経過した日とする。  

 

（状況報告） 

第１５条 市町村は、補助事業の遂行状況等について県から説明を求められたときは、 

速やかに報告しなければならない。 

 

（実績報告） 

第１６条 実績報告書の様式は、要綱第６号様式のとおりとする。 

２ 実績報告は、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

(1)  事業実績書（別記第３号様式） 

(2) 収支決算書（要綱第８号様式） 

(3) 負担金、収益及び支出の内容を証する資料 

(4) その他参考となる資料 

３ 実績報告書の提出期限は、補助対象事業の完了の日（中止又は廃止の承認を受け

た場合は、当該承認を受けた日。以下同じ。）から起算して３０日を経過した日又

は当該補助対象事業の完了の日の属する年度の３月２０日のいずれか早い日とす

る。 

 

（事業実績書） 

第１７条 市町村は、事業が完了したときは事業実績書を作成して対策会議に提出し

たうえで、知事に実績報告を行うものとする。 

 

（履行確認） 

第１８条 県事務所長（岐阜地域にあっては、岐阜地域危機管理監。以下同じ。）は、

実績報告書の提出があったときは、実績報告書の審査及び必要に応じた現地調査等

を行い、実績報告書の内容が補助金の交付決定の内容及びこれに付けた条件に適合

するものであるかどうかを調査し、当該調査の結果に関する意見を付して実績報告

書を知事に送付しなければならない。知事は、実績報告書により事業終了後すみや

かに履行の確認を行い、補助金等履行確認調書（別記第４号様式）を作成するもの

とする。 
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（補助金の額の確定） 

第１９条  知事は、規則第１４条の規定による補助金の額の確定をしたときは、別

記第５号様式により補助事業者に通知する。 

 

（補助金の交付請求）  

第２０条  補助事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、要綱第１１号様

式による補助金交付請求書を知事に提出しなければならない。  

 

（負担金の徴収） 

第２１条  事業を実施する市町村は、条例で定めるところにより、事業に要する経

費の２分の１に相当する額について電力会社から負担金を徴収する。 

 

（補助金の交付） 

第２２条  知事は、事業を実施する市町村に対し、事業に要する経費の一部を補助

する。 

 

（事務局）  

第２３条  事業に係る事務は、危機管理部防災課災害対策係で行う。 

 

（書類、帳簿等の保存期間）  

第２４条   規則第２２条に規定する書類、帳簿等の保存期間は、補助対象事業の完

了の日の属する年度の翌年度以後５年間とする。 

 

（書類の経由）  

第２５条   この要領に基づき提出する書類は、補助事業者の区域を所管する県事務

所長を経由しなければならない。この場合において、提出する書類の部数は、正副

各１通とする。 

 

（事務の委任）  

第２６条  規則第２３条後段の規定により、次に掲げる事務を県事務所長に委任す 

る。 

(1) 規則第１４条の規定による実績報告書等の書類の審査及び現地調査等 

(2) 規則第１５条第１項による措置命令 

(3) 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２１条第２項の規定による状況 

調査及び報告徴収 

    

（その他） 

第２７条  この要領に定めがない事項については、別に定めるところによる。 
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  附 則 

この要領は、令和７年４月１日から施行する。 


